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後のミャンマーの人権状況が著しく改善されたことを認めている。ただカチン族との対立を始めとして民族紛争が収束せず、またロヒンギャ問題に象徴 る宗派間対立が燃え上がり始めており、 国連対策上からも、ミャ マー政府にとって解決すべき課題は多い。●日本　「
エ
モ
ー
シ
ョ
ナ
ル
な
親
密
な
日
緬
関係」といわれたネーウィン時代が終わった後、軍政時代のミャンマーは、日本 の関係について、「遠
く
て
近
い
国
」
な
い
し「
近
く
て
遠い国」といわれた。しかし「民政移管」後日緬関係についても新たな展望が開けてきている 日本の企業が陸続とミャンマー 進出し、政府関係でも、二〇一三年正
月に麻生副首相が、また五月には踵を接して安倍首相が訪緬している。前年四月に訪日したテインセイ
ン
大
統
領
に
対
し
野
田
首
相（
当
時）より、ミャンマー側約五〇〇〇億円の債務問題につき、一部帳消し、一部ブリッジローンでの借り換えを約束した。これを受け安倍政権になって二〇一三年三月、新規円借款三件について、総額五一〇億円のプレッジを行い、さらに安倍首相訪緬の際四〇〇億円の無償資金協力および技術協力を表明している。　
民間企業の協力については、テ
インセイン大統領の希望もあり、ティラワの経済特別区の開発につき、日本側大手商社が中心になって、実施に向けて体制を整えつつある。　
ミャンマーの国造り、地域の発
展のため、日本として出来る限りの協力を行うべきであろう。（つ
も
り
　
し
げ
る
／
立
命
館
ア
ジ
ア
太
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